
横浜市障害者自動車改造費助成事業実施要綱 

 

      制   定   昭和 50年２月１日         

                             最近改正  令和８年９月１日 健障自第 1099号（局長決裁） 

 

（目 的） 

第１条 本事業は、障害者が移動手段として自動車を使用する場合、その改造費用又は改造された自動車を

購入する費用を助成することにより、障害者の社会参加の促進を図ることを目的とする。 

 

（助成対象者） 

第２条 本事業において、障害者が自ら運転する自動車を改造する場合（以下「本人運転」という。）の助

成対象者は、次の各号のいずれにも該当する者とする。 

 (1) 自動車改造完了時及び申請時に横浜市内に居住し、かつ申請時に身体障害者手帳の交付を受けている

１級から３級の上肢・下肢又は体幹機能障害者 

(2)  自ら又は同一世帯の者が所有し、自ら使用、運転する自動車（道路運送車両法にいう普通自動車、小

型自動車及び軽自動車）の操向装置及び駆動装置等の一部を免許の条件により改造が必要な者、座席の

昇降、移乗、固定に要する移乗装置の改造が必要な者、又は車いす収納装置の改造が必要な者 

なお、車両については、すでに改造された車両を購入する場合も含む。また、割賦購入契約等により

購入している場合であって、自動車検査証の「使用者の氏名又は名称」欄に当該同一世帯の者の氏名が

記載されているものは、当該車両を同一世帯の者が所有しているとみなす。（事業用を除く） 

(3)  申請時における当該障害者が属する世帯の最多収入者の前年（１月から６月までの間に申請を行う場

合は、前々年）の所得税課税所得金額（各種所得控除後の額）が、特別障害者手当の所得制限限度額を

超えない者 

２ 本事業において、自ら運転が不可能な障害者の移動のために同一世帯の者が運転する自動車を改造する

場合（以下「介護者運転」という。）の助成対象者は、次の各号のいずれにも該当する者とする。 

(1)  自動車改造完了時及び申請時に横浜市内に居住し、かつ申請時に身体障害者手帳の交付を受けている

自ら運転が不可能な１級から３級の下肢又は体幹機能障害者（65 歳以上で同手帳を取得した者を除く）

と同一世帯の者 

(2) 同一世帯の者が所有し、使用、運転する自動車（道路運送車両法にいう普通自動車、小型自動車及び

軽自動車）で、当該障害者の移動のために座席の昇降、移乗、固定に要する移乗装置、又は車いす収納

装置の改造が必要な者 

なお、車両については、すでに改造された車両を購入する場合も含む。また、割賦購入契約等により

購入している場合であって、自動車検査証の「使用者の氏名又は名称」欄に当該同一世帯の者の氏名が

記載されているものは、当該車両を同一世帯の者が所有しているとみなす。（事業用を除く） 

(3) 申請時における当該障害者が属する世帯の最多収入者の前年（１月から６月までの間に申請を行う場

合は、前々年）の所得税課税所得金額（各種所得控除後の額）が、特別障害者手当の所得制限限度額を

超えない者 

 

（助成対象経費及び助成対象経費の限度額） 

第３条 本事業の助成対象経費は、次の各号のとおりとする。 

(1) 本人運転の場合  操向装置、駆動装置、移乗装置及び車いす収納装置の改造に要する経費 

  改造された自動車の購入の場合は、標準仕様の自動車車両本体価格との差額 

(2) 介護者運転の場合  移乗装置及び車いす収納装置の改造に要する経費 

改造された自動車の購入の場合は、標準仕様の自動車車両本体価格との差額 



２ 助成対象経費の限度額は、20万円とする。 

 

（助成率及び助成の限度額） 

第４条 本事業の助成率は、次のとおりとする。 

(1)  生活保護世帯及び市民税非課税世帯 助成対象経費の 10分の 10（100円未満切捨て） 

(2)  その他の世帯 助成対象経費の 10分の 9（100円未満切捨て、助成の限度額は 18万円とする。） 

 

（申 請） 

第５条 本事業の助成を受けようとする者は、自動車改造完了後１年以内に、申請書（第１号様式）に、次

の書類を添付して、居住区を所管する福祉保健センター長に提出する。 

(1) 自動車改造費の明細書 

(2)  当該自動車の自動車検査証及び自動車検査証記録事項の写し 

(3)  自己の属する世帯の前年の所得を証明する書類 

(4)  改造された自動車を購入する場合は、標準仕様の自動車車両本体価格の見積書 

２ 福祉保健センター長は、申請書受理の際、自動車運転免許証、自動車検査証及び身体障害者手帳の提示

を求め、申請書の記載事項と照合確認のうえ市長に進達するものとする。 

３ 本事業の助成を受けた者が再度の申請をする場合、前回の申請日から起算して５年を経過した日から申

請することができるものとする。ただし、障害状況の変化などにより改造の必要性を市長が特別に認めた

場合には、申請することができる。 

 

（調 査） 

第６条 福祉保健センター長は、前条に基づき申請を受けた場合、助成金の交付決定に必要な所得及び課税

状況の調査を行うものとする。なお、本市課税台帳の調査により、交付決定に必要な所得及び課税状況が

確認できる場合は、前条第１項第３号の書類の提出を省略することができるものとする。 

 

（交付可否の決定） 

第７条 進達を受けた市長は、審査のうえ助成金の交付を決定したときは交付決定通知書（第２号様式）を、

交付しない旨の決定をしたときは申請却下通知書（第３号様式）を、福祉保健センター長を経由して当該

申請者に送付するものとする。 

 

（助成金の請求及び支給） 

第８条 交付決定を受けた申請者は、助成金交付請求書（第４号様式）を、市長に提出する。 

２ 市長は前項の請求に基づき助成金を支払うものとする。 

 

（関係機関との調整） 

第９条 福祉保健センター長は、本事業の実施にあたり、改造を行う業者及び関係機関と連絡を密にするも

のとする。なお、助成金の交付決定の際、必要があると認めるときは、改造を行う業者及び関係機関に改

造内容の確認を行うことができる。 

 

（決定の取消等） 

第 10条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、助成金交付の決定を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正の手段により決定を受けたとき。 

(2) 前号に掲げるもののほか、市長が相当の理由があると認めたとき。 

２ 市長は前項の規定により取り消しをしたときは、速やかに助成対象者に交付決定取消通知書（第５号様



式）により通知するとともに、既に交付した助成金の全部を返還させることができるものとする。 

 

 

附 則 

 本要綱は、昭和 50年２月１日から施行する。 

附 則 

 本要綱は、昭和 54年４月１日から施行する。 

附 則 

 本要綱は、昭和 58年４月１日から施行する。 

附 則 

 本要綱は、平成元年４月１日から施行する。 

附 則 

 本要綱は、平成 14年１月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ 本要綱は、平成 14年７月１日から施行し、平成 14年６月１日から適用する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現にこの要綱による改正前の規定により作成されている様式書類は、なお当分の間、

適宜修正のうえ、使用することができる。 

附 則 

（施行期日） 

１ 本要綱は、平成 17年３月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現にこの要綱による改正前の規定により作成されている様式書類は、なお当分の間、

適宜修正のうえ、使用することができる。 

附  則  

（施行期日）  

１  本要綱は、平成 18年４月１日から施行する。 

附  則  

（施行期日）  

１  本要綱は、平成 19年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現にこの要綱による改正前の規定により作成されている様式書類は、なお当分の間、

適宜修正のうえ、使用することができる。 

附  則  

（施行期日）  

１  本要綱は、平成 21年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行後、再申請をするもので前回の申請日が平成 21年３月 31日までのものについては、第

４条３項による再申請の５年経過を要件としない。  

附  則  

（施行期日）  

１  本要綱は、平成 22年４月１日から施行する。 



（経過措置） 

２ 平成 22年３月 31日までに改造完了された本人運転の操向装置、駆動装置の申請が、この要綱の施行日

以降のものは変更前の上限額を適用する。 

附 則 

 本要綱は、平成 27年４月１日から施行する。 

附 則 

 本要綱は、平成 28年 10月７日から施行する。 

附 則 

 本要綱は、平成 29年９月 21日から施行する。 

附  則  

（施行期日） 

１  本要綱は、平成 30年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第５条第１項の規定にかかわらず、車いす収納装置の改造については、改造完了後５年以内かつ平成 31

年３月 31日までの申請を限度に、遡及して助成の対象とする。なお、再度の申請については、同条第３項

の規定のとおりとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ 本要綱は、令和元年５月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現に決裁処理の過程にある事案の処理については、なお従前の例による。 

附 則 

 本要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

 本要綱は、令和６年５月１日から施行する。 

附 則 

 本要綱は、令和６年６月 24日から施行する。 

附 則 

 本要綱は、令和８年９月１日から施行する。 

 





 

 

 

 

 

  
 

  

 







 

 

 

 

 

 

  
 

  

  
 




